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[ ii十凶i化への拶1Jl>;J

1966！＼：よ、外務省のアブヒ？学島市場見場合1ト！j(/) －員と

してケウェイトを訪れ，：＇ jU寺第 1次経済・社会開発5カ

年計耐を策定中のクウェイトを瞥見したω その旅行記は

すでに本誌に発表した（『アジア経済』第8巻筋H号， lliJ,

布l42年 川j:, しかしそzL l土印象記の域士ふ主；JH¥るも

のではなか〉た上に，この旅行後すでに 1iJ fr余を経、

主らに開発，lト幽a書も議会の審議を経て議決されるに至っ

たので，あらためて開発，H・闘を中心にケウェイト経済の

最近の匝i}J[(,Jにふれ，光に発表した印象犯を補ハてみた

U、

さて、 ケ7 イトのがィ斉i持HUI-画を低限！全i1),n経済開

発計幽ーのー・つの秒1］としてとりあげる場合，ヤうまでもな

く，かなりの特殊性を考慮に入れなければならない。そ

の特殊性とは‘クウェ｛卜だけの特殊性とし.c, ,tりも，

他のぺ lレンノ＼·，な（アラヒア（！•；）沿岸産油l主｜ベ＇， .1七アフリ

カのりにアニ干の産油国におけるi規発とi司仁tit＇践のもので

あり，ワールド・エンタープライズを中心とする石油企

業（クウェイトにおける石油企業は， KOC,KSPDC, 

AMINO!し AOC,GOC‘である）の進出ドにおいて

形成された i唯一商品への過度の特化jおよび「資本過

剰経済」という特殊性である。したがって，クウェイト

の場合，経済計画は，産油諸国間で石油資源開発を調整

する必要性（共同生産計画）予石油（原油・製，＼／，）価格維

持・安ii::, ｛，油資源澗料にけする予防的祐一i民という資

本源の確保・安定化とたらんで，石油外ノt：ぷの紘大，国

内市場の拡大と国際的機構での資金の利用という「余剰l

資本」の投資機会の拡大に集中するであろうことが一般

に予宏、されよし、たのでιふる l その場合， f也の低限！発国と

はことな •） 、 J嘉 1 にワールド・エンター’，， 1’でとの接

渉において OPECを通して圧力をかけること（AOC等

の弱小行州企業に対する n：ブJをも合めて），お上び可'i2 

に，開発資金の調達ではなく，！開発投資機会の狭さ」の

ていた。そして開発』刑制iは「投資機会の狭さ」を痛切に

感じとる時点かム，はじめて問題とな 7 たのであるυ し

かL 「資本過料！といい，あるいは I（国内・工業化〉

投資機会の狭さJといい，いずれもいかようにでも内科

をもりこめる苦言葉であり，すでにクウ且 fトの園内開発

段！貨を前提ーとした診断なのである J もしクウェイトが同

lif1'i',J金融活動に｝重点をおく方向を妥九な処方婆と認める

ならff.II'J内i拐事目立資は第二義的なものとなり，資本は

けっして過剰でもないわけである（11:1）υ 

それでは，小規模な「都市国家」ともいうべきクウ品

｛トに，なにゆえに総合的な経済・社会開発計凶iが1967

；！に至るまであ （,;t，れなかったのか，という問題が， I1:j 

内投資機会を求める方向と国際的金融活動に依存する方

｜白！との対抗から直ちに導き出されるであろうο 凶内投資

機会の狭さが痛感されたとされる時点を少なくとも1960

Witはじめにおくならば，総合的な耳ll次開発.，j・i肉i'.Jf地

tでに，なお数：tJ{JcO）持討があ＇）たわけであるりケウ E

イト政府の総合的な開発計画立案への姿勢は，1962iF，ク

ウェイト政府が開発frを改組して企画庁を新設し，これ

に小うた統計局を （＼＇／JIして， 5 }nJからなる凋発言十闘のJ.l;縫

，；｝耳rtと立案の機構を整梯したときにさかのぼれる。この

機傍は，たまたまア弓プ共同di場結成への足がかりとな

ったアラブ連盟経済統一委員会を，クウェイトが承認し

た年に出発している。しかも1960年代になってから，ク

lうにイト自体をと，〉てみればクウ工イトの独立 (1961

{j'入アラブ述出への加入（1961年九イラクとの領有悔

問題，サパーハ・アノレ・サーリム・アル・サパーハの即

位（1965年）， OPEC成立（1960年）等々の政治的事件

があり，またインター・アラブの問題としてアラブ諸凶の

fけ寸こ計画化経済の思想が，しだいに定着化してきてい

た。対酒飲関係についてみれtま＼独立小国としてのケウ

ェイトは，従来の慣例カミらして金融的にはイギリスに結

びついていたが， 1965年ポンド危機に対処して資金の引

い「を行なv・,1966年には UnitedBank of Kuwait 

仰けを独自にロンドンに調設してヤたのであるリ

さて，この企両庁が到達しえたケウェイト社会に関す

る・つ内認識が，総合的な経済，11両立案のおくれた郡内

について，有力な手がかりを与・えてくれる。つまり，
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1952年から1961年tこいたる「野放しの無計凶iな経済・社 した，と非難されているのは当然であろう。しかし， f

会ブームjの10年に，クウェイト社会のなかに市と所得 ギリスの楠民地・保護国支配の政策がそれらの後進諸国

との著しい格差が創り山されたという認識がそれであ に対して独立付与以前に現状維持のために「適当なJ社

るυ したがって r1摘発投資機会の狭さiとは， l!l!1＇！：以内ii 会階層（statusquo elite）をつくり，格差を定着化させ

の I無μ｜陣iな経済・社会ブームJという表現と結びつけ る手llをとってきたことは外生に知られている。このこと

て考えれば， 「狭さJというだけではなく，この／ーム 地購入措置はかなりの程度まで独立後を予想した現状維

期にみられた役資選択にたいする批判のl釦をかな i）大き 持政策としてとられてきたものではないかと推測され

く合んでいるべきものと忠われる。この稀の認識がかた る。もしこの推測が許されるならば，独立以前と独立以

まってきたのは独立後のことであるが，とりわけ独立以 後の statusquo eliteの内部に，ある程度の政策上の変

J)ijの無計画さに対する正面きった批判が可能となった理 化が生じたか，あるいは新しいエリート層の権力への接

出は，おそらくサパーハ時代（1965年～）の成立と無関 近が行なわれたかのいずれかであろう。サパーハ時代の

係ではないであろう。それでは，この10年聞の I野放し」 むずかしさは， －-Jjでアラフー民族主義行動党等の「民

のいl谷は何か， 「野放しJの埋山は何か，とu、う問題が 族j‘義者」を排除するとともに，他方では独立前エリー

起こるc 卜の体質改善をある松度行なわねばならないところにあ

たとえば，クウェイト政府の財政に大きな比重自己i1iめ る，ともいえよう。

るごし地売去ll，購入の措置についてみれば，この措慣が政 クウェイトは， 1946｛！ユに石油生産がコ γ ーシャル・べ

仰の財政収支を通じて，特定の個人に財産の蓄積をもた ースにの，，てからわずかの期間に，いわゆる「とびきり

らしたことが挙げられている。 1957年から1962年までの 竪かな社会Jになった。独立以前の時期についてみれば

5カ年に，約8催、4000万ドルが，政府によって支川され 1946～5lifの「テイク・オフの準備J期および1952～む

たと見積もられているが，その後， !BRDの1961年およ {j'.の「後設ブームJ期にみられた異常な経済成長は，ク

び1963年の再度にわたる勧告もあり，政府の｝：地購入x ウJ fトの社会・経済そのものに大きな歪みを与えたの

11¥は，支出総額に占めるパーセントをドげ（1962/6:1年の であったりその経済的なあらわれの一つがいま述べたよ

28%, 1963/64年の18%, 1965/66年の1:1%という比率の うな意味での statusquo elit巴層を確定化した富と所得

ilW）ている。しかもこの数年米，中小所有者あるし、は の絡差であるO

f)t所得者からの一七地購入に重点がおかれるようになった ついで，その急激な経済成長の影にある重要な社会問

といわれているが， 1965年までに支出された約12億ドル 閣として，独立まもないケウェイ卜の国家あるいは国民

の大半は，寓裕者の手にはいったものと推定されている。 の存在基盤にかかわるような問題が，国内的に存在して

しかも問題は，結果的にみて社会のピラミ、ソドの頂点に v、たことを挙げておかなければならない。それはまず，

ある人々に財政支出の恩恵が集中したというだけではな 第1表にみられるように，クウェイトの社会・経済の中

い。クウェイトの｜司内投資市場の狭さと金利の低さのた 核となるべき人的資源、の問題であり，労動力の78%が非

め，かなりの部分が金融機関を通じて，行砂トへ流出し， クウェイト人によって占められていることである。それ

逆に，近い将来，政府によって買い上げられるべきこと は現象的にはっきりとつかめる形では，クウェイト人企

を事前に察知しえた個人の土地購入資金に対する銀行融 業家，クウェイト入管理者，クウェイト人専門職，クウ

資もまた，莫大な額に達していたことが指摘されている ェイト人熟練労働者の決定的な不足と，非クウェイト人

（；ヒ3）。この措置は，名目的には石油収入を国民に分配す による補漢の問題として存在している。しかしクウェイ

る一手段として実施され，クウェイト入社会が，小規模 トの技術者「と労働力が，非クウェイト人によって担われ

であるため，この土地売却・購入の措霞を通じて，クウ クウェイトの中でクウェイト人が過半数に達しなくなヮ

ェイト人大衆がかなりうるおったことも事実であるとし ていることを指摘するだけで，この問題は終わらない。

ても，また，政府の福利厚生政策も全体として注目すべ 政府の震要な行政職はもちろんクウェイト人によって占

き発展ぶりを示していたとしても，このような格莱の拡 められ，さらにほとんどクウェイト人によって占められ

大は厳存していた。この措置が，富裕な土地所有者のた る政府関係雇用者給与が政府財政支出の39%を占めてい

めの補助金政策であり，ついにl土地価の向勝（ケウコー f るが， n僚が同H寺に民間企業に関係しうるのであり，主

卜iii中心部で平方メートル当たり約1600ドル）をもたら たクウェイト人が「産業家jとしてよりも，流通・サー
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ヒフ、而へのI笠l刊に集中したこと，さじに後述すらよろな

非クウェイト人に対する経済的規制の問題に注意してお

ぐ必要がある 1 これはケ 17仁イト人コ二 1）ート！；1の民猿に

かかわってくる胤題であるめ官僚：¥;llど商業との結（；－1こそ

の某盤があり， 「都市国家」市民大衆は給与と土地購入

政策による特有J拘保護をろ ljているのである》かれらの

職業選択も，第 1表に示されるよりに，クウ十fト人が

産業別労働力に占める比率は農.r,魚業で20%，鉱業・採

撫業で19%，製造・化糸工業で10%、建設業で44%,

f五力・水道で2:15%，商業で22%、運約・通信業で26'}(,,

サービス業で30%となっている上に，さらにクウzイ卜

人の83.5%が商業・運輸・サービス業に集中しているの

である。

ぞれ以上に，ケウェイトの石油生産自体にかかわる者

千の問題がある。それは第1に，エネルギー資源として

:, i仙に代わるlk子力エドルギーの開発であ号、＊i2に，

中東原油公示価格の相対的な低さであり，第3に，クウ

ェイトの石油に対するリビア石油の競争力の問題であろ

-~, ，第1のれは，とくに現時点に才山、て過大；：rfi!litる必

要もないであろうが，第2の点にっし、ては，すでにOPEC

による原油・製品価格の安定化，生産調書室、手I］権協定の

更改等の政策の手がうたれつつあどJ しかし， 11,_,)p調整

問題に関し，（）］》ECにコ〉センサJノ、があるわけでιなく，

OPEC におけるクウェイトの立場はむしろ生産割，.~制に

以対の方向をとってきてL、る。第；fの1/rl題にi手nては司

ケウェイトの石油生産3 ストの紙三，マンモスケ〉力一，

日本市場の急速な拡大等によ司て，競争力においても｛憂

いを失っているわけではない（リピ f石油の開発に主ぺ

て，西川市場におけるケウ z 1 i、石油のシ er.7は低下し

ているο しかし日本市場の伸びとマンモスタンカーによ

って， グローパルf工優位は失われていなLウコしかL.

現時点における石il111L産依存とケウェイト子i;][1の優｛i'，：ど

が，そのまま慌久的である保障は何もないのであるの

この「1$市悶家」は、以上にあげたような所得格苦手、

人的資ilJ;•. 沈業構造、そしてヴ内仁イト1iitl1産業自体の

将来性等の問題をかかえている。 1962午・以後，経済開発

7＇ロジェク卜の羅列に終わらない経済・社会開発計簡を

策定し一方ではヲウプイト人の工業社会への適応とい

う課題をもって，また他方では，イスラーム的社会子義

の観念に基づく富の適正な分配という課題をもって，大

きな歪みを忌万三すJくき必要にせ支九れてきたて 「聖子政し

の無五l・簡なブーム」が，クウェイトの経済成長とともに，

irt1立国としてのクウェイトの存在そのものに，大きな危

燥をもたらしていることを， クウ工イトの識者は強く認

識しはじめたのである。このような認識はインター・ア

ラブの閏際関係の変化ともつよく結びついている。 19舶

年代にtr 》て，エジ－／ I、の「寸 Eノレ主義jや，パース？？

会主義のように「ti：会主義jを兵体的に政策化するもの

があらわれ，アラブの民族主義が社会主義と結びついて

i1I燐のアラブ諸国におしょせる状況があらわがJた。この

状況において，資本ぷ義的自 1kを主張するケウェイトも

「野放しの無計画な」政策からイスヲーム的社会正義に

基づく tMtil・計画化経済国家の fdージを，総括的にがi

1f1iにお！ださざる合えなくな－，たのである，十セルやパ

ース党の社会主義とはちがった意味で，公共部門，財政

投資を ,i ，心とする，~［＼偶i化経済が必要とな－，たのであるh
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Ⅱ　経済の歪み
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それを指導する最高の凶際的噸聞には町 Eugenenlad、
（前世銀総裁）， Lorn Piercy (BICH＇会 f~）， iνfarcus 

Vi'allenl岨 r日（EnskildafH行；， Samul'!Schweizc・r (SBC 

会長）主主のf世界的金融の権威力•1'， を連ねでおり ヤウ工

イト政府の財政政策と投資JH到に助汚t;,I jえていろので

ある

＊ 本稿，;J: 「『jJ束通被』詰n471;,c附tU43年 2J-l ! iて

発よーした11!1稿「クウヱイトグ）終涜開発,i1・11[1j』－ 〆，いで！

に加常：・修正片，りIllt_, 1, ＇】－ J;，る

(ii 1) capital surplus crn川 lmyぞz、j; ' ¥':-i:, 

7ごとえμ R E卜Malla！《h，“ Planning in a capital 

surplus economv: Kuwait，＇’ ［，and ！~con什mfrs, v .. 1. 

42町No.4, 19fi6 . , J ーヂ j,，るが．許jI./, i母l'-Jllii発

投資主Jii1捉とし止し、ろ｝

Cil.2) ft l’Eすろクウ工イト J世！ .¥MI；副業時Ui河tj--'~ 

Kuwait Investment仁。ハ j げ Kuwait Foreign 

Traclinι，Conrractin巨 anrll目、estmentCo, 勺夕、，.. rn: 
資（資本金l(川万ポント）によイ） " 

ちなみに地場 1行刀資本合・ i¥f＇備 t：十約 1/iOr; ，イ

ーナ－ ，，てある

〔社 3) FalミhriShehal】，“Kuwait:A Super aHlu-

ent Society，＇’ llfiddll' Rast .1ο11r11al、Vol >12, No 

丸 l9'14

E 経済の歪み

第 1次経済・社会開発日カ’午；；1jjlliのV.案者は，クウェ

イトの過去の経済成長の陰にある歪みそ炊のように秒J~I

LでU、：：；，rrt4)0 

(1) 1入計fこり［司氏所得がさj】めて高いと U、うニとだ

けで，クヴェイトがi高度に発燥した同であるとし、うこと

はできない。なぜならば，将来，石油生ffUJ：間際経済に

お付るその地位を低下Lfごの，，，それにか；！ ＇るものがな

け才1ば， Jこちま九瓦域してしまうよろなん，ii文に発展した

11J，というものはありえないからである lかし 現'.JI

には，国民総生産の伸びl主、 'flJl'J--t• サヤーのftl1 び力， f.宇治・

1，ナνる！こtかかわ 1寸二ィ；iflll[ll入の（巾♂；.：.上〆》ごケハ

ー忘れてさたれであ I), ヲウェイト政）舟の私的セケ廿ー

育成，工業保識の方策は，必ずLも，説明の成果をあげ

でいなかった。

（三） ヲヴ .Lイト f刀熟M：労働力の大部分はー外向人に依

存しており，クウェイ卜入はl荷業および政府関係→トーヒ

ス部門に集中していろ。外国かt，の出稼ぎが．重要tc~j';’ 

1働力を占 ，l)でおり町円{l外国人内本国送－~i工，匂問 If;必、

94 

数 f-Jj1: ,1,にのぼるものとえ績もられる。

(::) クウェイトの人的および天然資源に関する科学的

l凋僚が行なわれていないため，この十数年間に激変した

ケ内コイトの社会構造や資源？？の鴻査が， iil・Jit1Ht1こ，i/f(f

うけんれないままであ 1 f二コ

141 消費財および生産財が，外閃からの輸入に依存し

てお円，輸入れ約30%が非耐久消脅財，：冶りもが耐久消貸

！”とνう傾1，司にあり、か＇）輸入の削%は， f,gf内消費に1,,r

けられてきた。

（ι） !1-cl内商品流通は，ほとんど買う丸の状態iこ達し

圏内需要は‘財政的に作り出されるよりほかになb、状態

にあ，，た。しかも、連技ブームの中だるみの結果，輸入

滞貨が，クウ r イト経済のスローグウンを余儀たくさせ

る状格が手主主れでヤた

（片） ケウヱイト r1i上詰における物価水準は不向然、な高さ

を示してお O，ぞれが購君主力の低下，労賃お Hf生産コ

ストd可否ii盟蓄をきたLていた。

以.Lの上うに， iれ肝・Jffi品への特化（overspecialization),

石油外産業の未発達ー人的資源の宋開発，消費財・ λtilli

財の外関依存，問内：ii場の頭うち，物価水準，作？がケケ

E 「ト0〕‘＇UiiJ－る経済・社会的な店主路であるとされてい

るペこの上うならお 1次経済・社会開発計画書にみられる

ケウ t イト経済の奈みのf待機は，それぞれの点に司いて

みれば，異論のtt＇－.、とこ乃ヤあろうの Lかしだれの自に

もうつろこれらの諸点が，クウェ fトにおける筒と所得

の梅廷にどうからんでおり，ケウェイトの「産業構造l

にど月びびいているか，がJ.I）君主婆tr.問題であ九句。

主に，国際経済におけるクウェイ卜の非石油部門の進

H-¥は，安定し た西欧と日本という市場をもった石油部門

とは1c< i世に，い＊＂＇と三 7,, 'iri場的な見通しをもてな

し、情況にある＇ ,l::hるペラであり．アラブ共同市場が，

現t'Eの-yワフ済同情j貿易を拡大する見通しがきわめてう

すU、とき，手，，石油部門の拡大点主た市場的に？と予つ守市場

を期待できないし，またヲ向、イトど Lても期待1てい

ないの一戸ふる淀川口それどこ九か，もし7ラプ共同市場

が成 ＞＇T.するならば，ウウヱイトの非石油部門工業は，関

税のためいりそ丹If:.草壁コストの上昇にせ京られ，煮た労

働力のドatitJ:移動ど市民権付与のため，クウェ fト市民

の特権が失われる可能性が大きし ιのである。クウェイト

政府が，ふのようなアヲヅ共同市場成立に｛氏抗するのは

吋然ので／：＇.であろが，しかし，小国ヴウ江イト l士，その

代僚としで，アラブ諸問への開発資金援助を行なソてL、

ろのであり，いわばアラプの 員としての安全保障のた
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（出所〕 Ministry of Finance ancl Tnclustry, Ku-

wait. 

め，英大な援助支出を強いられてU、るのであるmι）。ま

た－）；では， T.＂約七は一定の汲度で打らきり，間際的な

金融1，ンターとなるべきである，をしぺ構想も政！ドf,F;jf(・

によ円てl甘されているのである。

そ二で，ク 17士イトが「資本過剰経済」 （capital surplus 

ec川 10my）と特徴づけられている点にもうー度jこんもど

り，経済開発への見通しをも。て，その資本過剰の意味

を再検対してみftければtr.らない。同氏総生産の伸びが

石油収入の大きさと国内市場の狭さと U‘行単純なえlitか

ら抽象的に資本過剰の意味を理解してはならない。さし

あたり、政府財政，貯蓄と投資の関係、 l可際収支の伊iJmT

かム資本過剰をみてみたし、

ますs，クウ且イト政府の歳入・歳出についてみれば，

第2表のようになる。石油収入の伸びは約8%，同内収

入の伸びは約7o；》であり、さらに支出而において，れ常

支出と資本支出の急措と，土地購入支出の激減が注目さ

れるであろう。経常支出の62.6%(19同／前年）， 'I"：支出

の：）CJ.ti%を占める政府雇用者給与であり、その実数l土，

石油関係雇用者の7肌0名に対し，がJ8刀に達しているc

資本支出の主たる内容は，インフラストヲクチュアに向

けられている f fンフラストラクチ！？への投資のぷ紛i

については， 4二乙でとりあげないが，ヤずれに Lても，

全体として小規模なケウェイト経済におL、ては，政府財

政がれ済の主要な標識であ：J，余剰資本の投資ι政府の

直娘役資が中心となってし、ることにまちがいはなνc河

内投資市場の狭さのため，年々の政府収入の黒字の大部

分も主た，海外における政府の外貨資旅として保ff，－＼れ

国内所業銀行4行（NationalBank of Kuwait宅（：。m

mercial Bank of Kuwait, Gulf Bankの乃地場銀行と

外銀支店の BritishBan＼、。fthe Middle East）への預

(1%は比較的少なかった。クウェイトにおけζ，金利1の｛氏主

が資金の海外銀行への流出の重要な闘をなしていたとい

われてU、るが， 1965｛ド初日頁における政府のtf：外外貨資lヰ干

は約14億ドル， 1966年初演には16{,tl'ドルiこ遣しており、

民聞の，それも政府のそれをやや下回る程度の額に達し

ている。政府在外外貨資産のおもなものは，外国債券，

外国株式，外国銀行， ，（｝）預金，外国政府への借款，政府

内関係機関への出資金である。それに対し， 1965年末の

同内商業銀行4行の預金は，政府預金におい亡政府在外

外貨資産の約9%,11':f!O在外外貨資産の35%t','.I主とな・＞

ている。クウェイト商業銀行の預金金利は比較的低利で

海外銀行のクウェイト預金吸収に対抗できず，また4行

の貸出しi,j：として，1恥入金融に1,'ijけられ， I:"約七投資は

民間の自己資金あるいは政府の直銭投資によ円て行なわ

れていた．という特徴をもっており，これら 4行につい

てみても、 ilg内貸i引しのぶJ2倍＇I三の資金がずl二外銀行｝こm
金されていた。また民間資本の海外投資は，かなりの部

分が，レパノンにおける不動産投資になっている，とい

われている y 1964年以｛も預金イ／；，fl]の引上げが行なわれ

たが，それは民間資本の海外流出の減少傾向をある程皮

もたらしたとはいうものの，従来の鰯勢に大きな変化を

I jえるものではない ILJ民総生l廷の45＇%が lti¥W主れ， H'i'

誌の41%が！域内投資に向けられているというーとは，

ぜんとして，余剰資本が国内資源の不足，地場市場の狭

さー高賃金、輸入財貨の高騰に上る投資市場の狭さが解

決されてレないことを示してし、るc とりわけ工業化投資

が，政府資本が主であり，民間資本は海外投資におし、て

も不動産段資に傾レてνることに注意すべきであろう。

貯蓄／投資比率の｛l＼：，さの一因として，クウェイト人iI 

の過半数を占める非クウェイト人の経済活動に対する規

制が考えじれる。非ケ iうι イト人に士、iする不動i)f所有の

！主Jl：，金融・保検事業経営の禁止、資本投資に対する政

府の認可制，雇用者の長期雇用契約の禁止，耀周期間修

（者に主jする国外退11',v＞措置，等々，ケヴ仁 fトの過半

数をおめるc/lクウェイト人と外同企業の進／IIに対するHI

制が，国内rli1：易の狭さの悶ともなっているo クウェイト

の企画r1ーでは，ケウヱイト入と非ケ内ェイト人の協同の

しかたに J 川、て根本的な再考を必要とする．ど考える＂f,

もあるが，経済的観点からのみで解決される問題でない

だけに，現状維持に終わらざるをえなャょうである。

以上の状況から， ケウェイト人の工業社会への適応と

干十会1主義の実現，という大目標が，なみなみならぬ閑難

完かかえていることが十分に推測されよう ι

9ラ



Ⅲ　開発計画の目標
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竺 守ザ ｛？ー量E 料……

（住4) 2十幽議<J)t(Jl車： fpウ且 fl‘における総合

計画化への動悶j，第 2 策 r~再 1 次開発 5 カ年 JI· i到の

出発点」参照。

くll:5〕 E.Kanovsky, ＇‘Arah Economic Unity，＇’ 

Middle FAst Journal, Vol. 21, No. 2, 1967. 

〈注6) R. El-Mallakh, op. cit., Kuwait as a Sup-

plier of Aidの節を参照。

班 開発計聞の目標

第1次経済・社会開発5カctμ;;+J樹は，最終的に，次の

ような目標を達成するための第 iのステソプであるとさ

れている。

(!) 1人当たり悶民所得の水準を維持し，かつ精力日さ

せる努力を行なう一方，問民所得の分配を特定少数千？へ

の集中の形から是正する。

(2) 国民所得源を石油産業から多角化された産業にか

える。

(3) クウェイト社会における，クウェ fト人の人的能

力の開発を行なう。

。） アラブ全体の経済の中でクウェイトがおめるf制，・，：

を確認し，アラブ諸国の経済開発の要求に協力するο

さて，第 1 次経済・社会開発計画iは，公共書~門，混fr

部門，および草幼守部門について，第・3表のような投資，n・
爾を発表した。

この産業別，セクタ一日IJの投資計聞は，従来の情報に

基づく暫定的な数字（第4表『アラビア半島市場調査間

報符書』，外務省，昭和42年， 54～日ページ参照）に比

べて，かなりの変動をみせている。おもな変動は，投資

総額において約26%熔，公共部門において19%増，私的

部門について24.5%増となっているのに対Li昆｛＼＇書6門

は70%減となっていることである。産業別にみた場fr,

運輸，通信，住宅，公共建設への投資額精力IIが著しくな

っている。もし従来発表されていた数字と決定された数

字との差を，企画庁が作製した原案と議会に才品、て泳認

決定された最終案との相違であるとみることがi汗される

ならば，以上のような変動が，本年 1Ji以来，議会の審

議を重ねる過程でもりこまれたとみることができる。そ

の場合，混合部門の投資i汁画の極端な減少と，年幼~部門

の投資計画の飛躍的な矯大とャう二つの変化をどうみる

かについては，かなりの困難があり，界易iこ結論を出す

ことはできなャ。しかしこの，H・画原案の審議を行なうべ

き議会の選挙に（19前年lfl)おいて，前議員＂ ii墾244',
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総 14お j200 l川市
に対し，新当選26名がi釜山し，議員定数却のうち，アラ

フ‘畏族主義行動党が 4~を占めるまでに減じた〈前回で

は12；￥.）と U、う政治的変化があらわれている。それに対

し， 46:¥1の議員は布派に属するといわれている。この選

挙に対して，アラフー民族主義行動党の4議員を中心とす

る選挙無効の申し立てがあり，政府はその運動を苦手l]fEし
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てl司調6・を省む7ぷ員を！ゑ籍L，かっi司，：1，日したケウ工イ

ト祇2紙の＇＼（：行停 Jトを行なった。三のー；むの動ラ！:l:，言ト

闘案の大幅改正と無関係とは息われなu、。

]96 . .ji（渇年を境として，金利引.ur等による店、的資本

の海外前出♂）減少があらj】れ，それに加え、私的セクタ

ー振興の目標をもっ工業生産振興法が1965年 2月に制定

δれ，力、っ，全体としく I965oJーからケウ 3 イト紅済がち

経済的なスローダウンから抜け出る傾向があらわれてい

たが，基本的には，このようなサハーハ体制の保守的定

訂（ヒとインラゾ・ 7クノケラプト 1長の支n，そLて fラ

ブの民族主義・社会主義派の中東戦争による地祈等々の

煩向が，私的部門の開発投資：，：お｝十ろ工業外投資比.inの

i昇とたっ 7こものと思t ，~ Lるイしかし，それにして七、

この投資計闘の変化は，それだけで説明できないほど大

さくた J lてL、る。また，J;t初出 1次 5カ年汁画l土，国民総

生産をがJ30~ じ あげることを経済的 11r：：としていたが、決

定案においては， 37%の上昇が目様とされている。した

がって，企Piilrのlポ案tこおいて，さら共部r11と混fr部11初2

J土資計1簡の86%を占めていたのに対L，決定索では，

62%に低下しているのみならず，計画目標としての経済

成長率の変更 Lまた行fよかれていζyので、ふるっ企画j｝＇の

原案についても，公共部門，混合部門の食視は，アラブ

連合における「社去主主主化」の方向にある公共部門とは

料…，＇.＇.＇.＇.~＂＂ザ？…

全く別の意味をもつものであり，とりわり混合部門は政

府j'.f株の民間，，の譲渡を近い将来行たう三とを前提とし

ていると説明されていた。企画庁長官， ドウェイジが強

調してし、る点は，開発プロジコクトのコン＋rJレタントと

しても社会主義国は不適当であるという点であづた。と

すれば，混合部門から私的部門へのふりかえは， 1967年

のアラ 7地域における大激変をうけてかなり政策的意同

があるようにも思われるのである。

5カ｛h＋函期間におりる国内総生産の産業部門1.llJの｛市

ひは第5表に示される。

この計画に従って，現在進行中，および近々着工される

へきプロジェクト，デロジェケト実施にあたって選定さ

れぶべきコンサルタン卜の過去の実績，プ口ジェクトの

国際入札における問題点，企業進出における特典事項等

tこ／）いては，民主に「アラビア半島市場調査団報公害」（外

務省，的和42年 9月〉にくわしく述べられている。した

がって本稿では，投資額の大きい六つの産業部門につい

て．若トの数才ーを補足するにと c-_＇める（第 6表若手照）o

日！記〕 歳近の情報によれば，議会の委員会において

開発l汁i也事憶の’?fi議かるi行されてt、る。それは銃発表のiiI 

t巨大綱在 !fij完「るも i勺と！旦われるが，近々モの資料を入

手できる兇込みがついたので，入手しだいあらためて紹

介）るよ二とに lfニレ。

3事 5 義 国111総会政：：計画祭殺年と目標？ドとの対比

(100万タウェイト・ディーナーノレ）
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《付録》 前掲「ワラピ？半島市場調査団報令書jから若干の記事を参考として紹介する。

(A) 現在進行中および近々着工されるプロジヱグト（56～57，；：ージ参照〉

.B) AUi開｛［ y・ロジゴグトに関係した主でな業 A（クウヱイトの関札入札に参加しうる資本金100万クウェイト・

ディーナーノレ以上の業者） (57～58ベーシ参照、〉
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ザア♂）組税制度t>税制の ~H1:t> fll再UJ;i]f衰の概要［＞会任！苛

得税b個人所得税〔付録〕参考文献t>リベリアの干fl税制度

仁〉税；v：の背景t>租税制度山概要［〉所得税制度目i録〕b参

考文献仁〉クウヱート乃租税測度t>税制の背景［＞fll税制度

の概要じ〉所得税制度じ〉クウェートとサウジアラビアとの

中京地帯にわける有i税制度［付録〕参考文献
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